高齢者の自立と生きがい支援活動に関する研究 （Ⅱ） by 加藤, 佳津子
佛教大学大学 院紀要 第33号(2005年3月)
高齢者の自立 と生 きがい支援活動 に関する研究 一(II)
加 藤 佳津子
〔抄 録〕
超高齢社会を迎えようとしている日本において、高齢者の 「自立」 と 「生きがい」
の支援活動は、一層重要な課題であると考え、上記主題を設定した。
(1)で は高齢者のニーズに合った支援活動の必要性や、その推進もまた、日本では
行政主導でなされてきたこと、更 に、行政 ・企業 ・市民団体(非 営利団体)そ れぞれ
の取 り組みの現状把握に努めた。
今後、高齢者自身の主体的な活動が活発化すると予想される中で、効果的な支援活
動を推進するには、行政 ・企業 ・市民団体(非 営利団体)の 三者の連携 ・協働が不可
欠であること、また、支援活動の一つの 目的は、高齢者自身の 「自立 と成長」である
との結論を裏づけるため、
(II)で は、①行政主導で設立された団体と自力で立ち上がった団体の現状 と相違点や
メリットとデメ署zット ②行政の公的支援の変化とその影響 ③行政 ・企業 ・市民団体
(非営利団体)の 協力関係の現状を調べた。実態把握には、視察、インタビューを実施し
た。更に高齢者の意識をアンケー ト調査 して、単純集計の結果の読み取 りや一部SPSS
で分析 し、クロス表の作成 ・カイ2乗 検定も行ったが、有意差は見 られなかった。また、市
政調査や高齢社会白書を参考に一般的傾向を考察し、今後の課題と展望を明らかにした。




来るだけ補助金を削減 し、支援の在 り方 も情報や場の提供 といったスタイルに変化させてきて
いる。一方、市民の手による独 自の生 きがいづ くりの活動は年々拡大 してお り、これか らは、
高齢者自身の手による活動も一層活発化するものと思われる。
具体的に行政主導で立ち上がった団体 「大阪市高齢者 リーダー協議会」の設立経緯や現状に
ついて調べ、次の3点 を明 らかにすることにした。①行政主導で立ち上がった団体のメリッ ト
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とデメリット ② 自力で立ち上がった市民団体 との相違点 ③行政の公的支援の変化 とその影
響。これらは高齢者生 きがい支援活動の課題を探 り今後を展望する上で意義があると考える。
(2)大 阪市教育委員会 と大阪市高齢者 リーダー協議会
大阪市高齢者リーダー協議会の生みの親である大阪市教育委員会は高齢者事業 として、1973
(昭和48)年 度にスター トした大阪市高齢者学級 「いちょう学園」をはじめとして、1990(平 成
2)年 度か ら実施 している 「生 きがいセ ミナー」、1994(平 成6)年 度から実施 している聾高齢
者を対象 とした 「いきいきセミナー」、1980(昭 和55)年 度から実施している高齢者の指導者を
養成する 「高齢者人材養成セミナー」など、大阪市の高齢者教育を積極的に推進 してきた。「い







毎年40～50人 を指導者 として養成 してきたが、大阪市高齢者リーダーとして登録されると、各種
の団体やグループからの依頼に応 じて、得意分野についての講演や講習に派遣される。その分野





会員数は約153名 である。本部と支部の両輪で活動を展開してお り、その内容は機関誌 「なかま」
(年6回 発行)でPRし ている。主な活動内容は、①1990年(平 成2)年 、大阪市教育委員会社会
教育課が毎年行っている高齢者学級の一部としての 「生きがいセミナー」の運営を委託され、以
降毎年年3回(夏 秋冬)実 施 している。ユニークな企画で市民の問で好評である ②月例事業と
しては、外部講師を招聘 しての公開講座、施設見学、新年互礼会など多彩な企画を進めている










発 し活発化する中で、行政主導で立ち上がった団体(他 の女性団体なども含めて)が 揺れ動いた
原因は何であったのか、聞き取 り調査をした。その結果,一 つは運営 ・管理が大阪市教育委員会
から 働 大阪市教育振興公社へ委託されたため、これか らどうなるのかと言った漠然 とした不安
や大阪市教育委員会お墨付きの威力が薄れるのではないかと言った不安もあったようである。
大阪市教育委員会の見解、(平成14年5月 、T高 齢者人材養成セミナー担当とのインタビュー
結果)公 的支援の変化は次の3点 である。 ①指導ではな くて高齢者を支援するリーダーにな
って欲 しい ②市民団体、特にNPO法 人格 を取得する団体が増加 し、活動が活発化する中で、
委員会にすがる姿勢、行政から承 る姿勢ではなくて、 自立することが大切である。委員会とし
ては自立のための、或いは自立した活動への情報提供はい くらでもする ③持味を生かした講
演をしたい人は、この際、大阪市生涯学習インス トラクターバ ンクに登録 して、そちらで活動
することを奨める。
大阪市教育委員会から委託された(財)大阪市教育振興公社 も同じ見解で、(平 成14年5月 、0
企画推進課企画係主査 とのインタビュー結果)以 下の5点 について述べている。 ①今後、教
育委員会 と振興公社は、車の両輪の関係で進めてい く ②大阪市高齢者リーダー'協議会だから
優先するということはない。他団体 と全 く同じ扱いだが場所代は半額とする ③教えると伝え
るでは大 きく異なる。伝 える役割を担 っていただきたい。豊かな人生経験を還元することに生
きがいを見出してもらいたい ④ 「高齢者人材養成セ ミナー」や 「生きがいセ ミナー」への補
助金は以前よりは減るが、当方から支払う ⑤内容にもよるが、事業を市民学習センターと共
催する場合、他団体と同様に広報と場の提供はする。
一方、大阪市高齢者 リーダー協議会は役員 と一般会員と考え方が異なるところもあり色 々な
意見があってまとまっていない。(平 成14年6月 、Y会 長 と一般会員5～6名 とのインタビュー
結果)例 えば、以下の7点 などである。 ①今後共、生きがいセミナーと講師派遣の両輪でいく
②人材セ ミナーを終了す ると講師派遣の依頼が直にくると思っていたが招聘 されない ③大阪
市教育委員会は、補助金と共に活動の支援をすべきである。人材養成セミナーを終了しても受
け皿がない ④高い入会金、5000円 を払って入会 してもお金にならない ⑤ 自分達はリーダー
であ り、大阪市教育委員会のお墨付 きのある団体で、他 の団体 とは違 うのだといった 「誇 り」
を持って今 日まできた。大阪市高齢者リーダー協議会に対す る最近の大阪市教育委員会や大阪
市教育振興公社の態度と扱い方に不満を感 じている ⑥福祉施設を訪問するなど高齢者問題に




両者間には3つ の見解の相違点が見 られた。 ①活動の場や補助金を要求する側 と自立 を求









2001(平 成13)年 緊縮財政に伴 って補助金が削減されたため 「生きがいセ ミナー」の講座も
縮小せ ざるを得なくなった。大阪市教育委員会は大阪市高齢者 リーダー協議会の自立を望み、
積極的な資金支援や指導助言も減少 していった。更に、2002(平 成14)年 、高齢者養成セ ミナ
ーの運営と管理は、(財)大阪市教育振興公社に委託され、講師料も派遣先か ら支払われることと





新年互例会は別として、講演会への会員参加率 も少な く、支部活動も活発な支部と不活発 な支
部に落差がある。三つめは、や りがい、所属 しがいの有無の問題である。講師依頼は単発で、
同一人物に依頼が片寄る傾向があ り、会の運営 も役員や幹事の一部の人が仕事 を背負い込んで
多忙を極めていることへの不満がある。超高齢化、病気、障害といったことも影響 しているが、
各支部活動への参加率 も低下気味で、他に生きがい、や りがいを求めて退会 してい く会員 も
年々増加 している。四つめは、権威志向、年功序列といった封建性や閉鎖性の問題である。任
意団体であるにも関わらず、役職に就 くと権力意識が生 じ、態度や言動に横柄さが見 られるな
ど周りとのコミュニケーションに支障が生 じ易 く、ディスカッションにも慣れていないために、





市教育振興公社の考え通 り講師派遣を打ち切 り、今後の方向として、大阪市生涯学習インス ト





2.自 力で立 ち上が った団体 の現状
(1)プ ロジェク トILLD:市 民団体(非 営利団体〉





きていこう」と十数年来続けて来た 「歩 こう会」が母体である。「仲間の輪を広げよう」、「少 し
でも社会貢献できたら幸せ」と1999(平 成11)年12月 に設立した市民団体(非 営利団体)で ある。
"プロジェクトILLD"と は、International(国際)Leisure(余 暇)Life(生 活)Development(開 発)
の略称である。いずれ高齢者の国際的交流も図りたいとの思いで、1(lnternational)を加えている。
② 目的:高 齢期を前向きに成熟期、完成期 と捕え、より豊かにいきいきと輝いて生 きる為
のプログラムを提供 し、高齢者の自立 と生 きがいを支援することを目的としている。
③対象:50歳 以上の男女を対象 としているが、特に年齢制限はしていない。大阪府、大阪
市の住民で、会員数は2003(平 成15)年 現在で64名 である。(人 数は流動的)40歳 代1名 、50歳
代7名 、後は全員60歳 代以上(高 齢者、超高齢者予備軍)で ある。男性会員は12名 で女性会員
は52名 である。 運営は、通信費としての年会費が2000円 で、当日の費用は全て各自持ちにして
いる。スタッフは4名 で企画、運営に当たっている。
④活動内容:「 楽 しく、快 く、面白く」をベース とし、「触れて1歩 いて1学 んで1輝
いて1」 をキャッチフレーズとして活動を展開している。 「触れて1」 は、a.人 との触れ合い
b.自 然 との触れ合いc.文 化(異 文化、食文化なども含む)・ 伝統との触れ合いd.心 の健
康づ くりを目指 して、交流 ・仲間づ くり・良いもの特に、本物にふれることを信条 としている。
「歩いて1」 は、a.ニ ュースポーツb.ウ ォークラリーc.散 策d.温 泉e.旅(国
内 ・国外)f.食 生活への関心を柱に、健康の保持のみならず積極的な健康づくりを目指 してい
る。「学んで1」 は、a.神 社仏閣をはじめとする施設見学b.セ ミナー ・シンポジュウム ・フォ
ーラム ・講演 ・卓話c .体験学習など、知的欲求の充足 と生涯に亘 り人間的成長を目指す。「輝
いて1」 は、a.自 己開発 ・自己実現b.社 会への貢献(将 来的には有料ボランティアを目指す)
を志向して自立や生きがいを追及していきたいとしている。
現在の努力目標は、次の4点 である。 ①ニュース 「きらり」の発行(年1～2回)② 任意団
体か ら機能団体へ→NPOの 申請 ③社会への貢献(社 会的使命 を持つ団体へ)④ 組織の強化
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を 図 る こ とで あ る 。
(2)市 政モニター報告書や高齢社会白書から見える高齢者の「自立」と「生きがい」に関する一般的傾向
行政 ・企業 ・市民団体(非 営利団体)は 、それぞれの立場で、目的を踏まえて試行錯誤 しなが
ら、支援活動を展開しているが、支援される高齢者の意識の実態を把握するため、市政モニター
報 告 書 や高 齢 社 会 白書 で 「自立 」 と 「生 きが い 」 に 関す る高 齢 者 の意 識 の一般 的傾 向 を調 べ た 。
大 阪 市 『高 齢 者 の生 きが い につ い ての 世 論 調査 一 報 告書 一 』1994、 に よる と 「現 在 の生 活 は 、
生 きが いが あ る と感 じて い る か」(図1)の 問 い に対 して 「あ る と思 う」 が68.6%、 「現 在 は な い
が、 今 後 は 見 つ け た い」 が21.896、 「ない と思 う」 は6.596に と ど ま って い る。75～79歳 が ユ0.6%、




子 や 孫 の 成 長
職 業 ・ 仕 事
趣 味 ・ 娯 楽
ス ポ ー ツ
ボ ラ ン テ ィ ア
家 族 と の 団 欒
友人 ・仲間 と過ごす こと
町 内 会 ・自 治 会 活 動
老 人 ク ラ ブ 活 動
勉 強 ・ 学 習
そ の 他
特 に な し
無 回 答
N=524(N;各 質間に薄する癬答者数)
図2「 生 きが い 」 に つ レ、て(2)
大 阪市 市 民 局 『市 政 モ ニ タ ー報 告 書 一 高 齢 者 の生 きが い につ い て一 』2000、 を見 る と 「現 在 、
何 に 生 きが い を感 じて い るか 」(図2)を 尋 ねて い る 。 「趣 味 ・娯 楽 」71.4%が 最 も多 く、 「家 族
との 団欒 」62.7%「 友 人 ・仲 間 と過 ごす こ と」64.3%、 「子 や 孫 の 成 長 」58.4%、 「職 業 ・仕 事 」
49.4%、 「勉 学 ・学 習」40.5%と 続 い て い る。 「ボ ラ ンテ ィア は僅 か15.6%に と ど まっ てL>る 。
「今 後 、 実 現 したい 生 きが い が あ るか 」(図3)に 対 して、 約8割 の 人 が 「あ る」 と答 えて い
る。 そ の 内 容 は(図4)「 趣 味 ・娯 楽 」66.8%が 最 も多 く、 続 い て 「勉 強 ・学 習 」50.7%、 「友
人 ・仲 間 と過 ごす こ と」48.1%、 「家 族 との 団欒 」42.5%、 「職 業 ・仕 事 」41.6%と 続 い て お り・ こ
こで も、 「ボ ラ ン テ ィ ア活 動 」 は28.6%に 過 ぎな い 。 「今 後 、 実 現 した い生 きが い が あ る」 と した
約8割 の 人 に 生 きが い 実現 の 阻 害要 因 を尋 ね て い るが 「時 間 に余 裕 が な い」67.3%、 経 済 的余 裕
が な い」59.1%が 上 位 を 占 め て る 。 「生 きが い を感 じる こ と」 を性 別 で 見 る と男性 は 「仕 事 」 「旅
行 や ドライ ブ 」が 多 く、 「今 後 や りた い こ と」 に 「パ ソ コ ン ・イ ン ター ネ ッ ト」 が あ る。女 性 は、





図3実 現 したい 「生 きがい」
について(3)
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図4今 後実現したい 「生 きがい」について(4)
趣 味 を 持 つ こ と
健 康 で あ る こ と
経済的に安定していること
ボランティアなど人の役に立つこと
仕 事 を も つ こ と
地域の活動に参加すること
仲 間 ・友 人 を もつ こ と
そ の 他
わ か ら な い
無 回 答
0








「自立」に関 しては、内閣府 『高齢社会白書』2004(6)、や全国社会福祉協議会 『図説 高齢
者白書』2002(7)、 を参考にした。健康への意識であるが、「よい」、「まあよい」、「普通」 と思
っている者(入 院者を除く)の 割合 は、男女 とも65～74歳 では3分 の2以 上、85歳 以上でも2
分1以 上を占めている。高齢者は、何 らかの自覚症状があっても、必ず しも健康状態が悪いと
意識しているわけではないことが伺える。
次ぎに、経済状態に関しての高齢者の生活意識は、現在の暮らしについて 「普通」 とする割合
が高く、「苦しい」(「大変苦 しい」と「やや苦しい」を合わせたもの)と する割合は低 くなっている。
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原 因 の一 つ は、 高 齢 者 は、年 金 等 へ の 依 存 度 が高 い ため 、所 得 は景 気 変動 の影 響 が 少 な く、 比 較
的 安 定 して い る と言 え る。 「職業 ・仕 事」 は、 「生 きが い」 に も 「自立」 に も深 く関 わっ て くるが 、
高 齢者 の就 労 の 意 識 や実 態 に つ い て大 阪市 「大 阪市 高 齢 者 実態 調 査 一報 告 書 一」2002(8>、 を参 考 に
調 べ た 。現 在 収 入 を得 られ る仕 事 に就 いて い る 人 は、2割 強23.5%で 、66.4%は 、 「仕 事 に就 い て い
ない 」 で あ る。 性 別 で は 、女 性17.3%よ り も男 性33.0%の 方 が 「仕 事 に就 い て い る」 率 は高 く、 女
性 の約2倍 で あ る。60歳 代 後 半 の36.7%は 仕 事 に就 いて い る が、70歳 代 前 半23.7%と な り、70歳 代
後 半 は15.3%に 減 少 、80歳 以上 で は更 に下 っ て6.0～8.7%で あ る。現 在 仕事 に就 い てい る 人 の多 くは 、
「この ま ま続 け た い」80.9%と 思 っ て い るが 、80歳 代 に な る と 「仕事 そ の もの をや め た い」 が 他 の
年 齢 層 に比 べ て 多 くな って い る。 就 労(意 向)理 由 は、 「生 きが いが 得 られ るか ら」50.1%、 「健 康
に 良 いか ら」48.7%、 「生 活 費 が必 要 だ か ら」45.3%と なっ て い る。 現在 仕 事 に就 いて い な い人 の う
ち、 今 後 「仕 事 を したい 」 人 は16.6%で 「仕 事 を した くな い」 は35.9%で あ る。 性 別 で は、 女 性 よ
り男性 の方 が 、 「仕事 を した い」 率 は高 い。 就 労 した くな い(意 向)理 由 は、 「十 分 仕事 を して きた
か ら」 「他 にや りた い こ と(趣 味 等)が あ るか ら」 「家 族 との生 活 を楽 しみ た いか ら」 な どであ る。
(3)高 齢者(プ ロジェク トILLDの 会員)の 意識調査
①アンケー ト調査の意義:自 力で立ち上がった市民団体(非 営利団体)の 実態 とニーズを





と 「生きがい」支援活動の在 り方を考えてい くため。四つめは、支援活動の今後の課題 と展望
を明らかにして、より良い支援活動を実践するためである。
③調査の期間 ・対象と方法:本 調査は、2002(平 成14)年9月 、封書でアンケー ト紙 を郵
送 して実施した。対象者はプロジェクトILLDの 会員であり、64名 の回答を得た。回収率100%
である。調査対象人数が少ないため、特に男性が少ないので、分析結果は十分 と言いがたいも
のがあるが、単純集計の読み取 りと、一部の分析はSPSSで 行った。
④ 調 査 結 果 と考 察:プ ロ ジ ェ ク トILLD
の 男 女 の 比 率 は 、 男 性=18.75%女 性=
81.25%で あ る。 年 齢 は 、60～69歳 が64.6%で
最 も多 く、 次 い で70～79歳 が23.2%、45～59
歳 が12.2%で あ る。 「現 在 の 生 活 で 生 きが い
を感 じ て い る か 」(図6)と 尋 ね た と こ ろ
69.2%が 「あ る」 と答 え て い る。 感 じて い な 図6現 在の生活で「生きがい」を感 じていますか
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い は23%で あ り今 後 の対 策 が必 要 で あ る。
「どん な 時 に 生 きが い を感 じるか 」(図7)に 関 して は、 趣 味、 ス ポ ー ツや 学 習 な ど を して い
る時 が69.2%で 一 番 多 く、 次 い で友 人 や 仲 間 とす ご して い る 時 が50。7%、 自然 と親 しん で い る時
が44.6%で あ る。 ボ ラ ン テ ィア な ど社 会 活 動 を して い る時 は、12.3%に と ど まっ て い る 。 「生 涯 学
習 とい う言 葉 を知 って い ます か 」 に対 して76.9%の 会 員 が 「は い」 と答 え て い る。 こ れ は、 今 後
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図7ど んなときに 「生きがい」を感じていますか
「今後 どのようなことをしたいか」の問いに関しては、1.軽 スポーツII.趣 味 ・鑑賞 ・創
作活動 皿,お洒落で雰囲気のあるレス トランや料亭で、見た目も奇麗で安 くておいしい食事の
希望IV.動 物園、植物園、水族館、博物館、の見学や神社仏閣巡 り、野外散策、温泉、日帰 り





と答えている。心筋梗塞などによる後遺症 を抱 えた り、ガン治療中の会員 もいる。高齢者が
日々加齢 していくことは、障害に近づ き病気がちになってい くことである。このことも含めて
超高齢社会への支援の有 り方を熟慮 していかなければならない。「社会的自立」は意味がよく理
解できなかった者 もあり、どちらともいえないとするが24.6%あ った。一部、SPSSで 分析 した
結果、性、年齢いずれの場合も各項目に有意差は見られなかった。
プ ロ ジ ェ ク トILLDの 会 員 は 、 自立 して お り、 元 気 で 活 動
的 で、 楽 しい こ とに参 加 す る のが 大 好 きで、 家 に閉 じこ もっ
て い る よ りは 、外 へ 出て 人 と交 流 す る こ との方 が好 き とい っ
た 人 々 の 集 りだ と言 え る。 学 習 に関 して も(図8)、 見 学 ・
体 験 学 習 と言 った楽 しい学 び を好 み、 しん どい こ とは嫌 だ と
言 う傾 向 で あ る。 従 って 、(図7)を 見 て もわ か る よ う に ボ
ラ ンテ ィアや 社 会 貢献 に はあ ま り関心 が 無 い と言 え る。 図8ど のような学習がしたいですか
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プロジェク ト1肌Dを 立ち上げた側 としては、遊びや見学会に終始することなく社会貢献をす
る団体への成長を考えている。書 き損 じはがきによるタイやバングラデェシュの子供達への教
育支援を提案 したり、僅かではあるが、年会費の中からユニヘムへの支援をするなど、活動の
柱の一つ として、開発途上国への支援活動 も徐々に実施 している。躓 きを学習の場 と捉 えて、
粘 り強 くグレー ドの高い団体へ、共に育って行きたいと考えている。
3.行 政 ・企 業 ・市民 団体(非 営利 団体)の 連携 ・協働の現状
より充実 した支援活動が実施されるためには、行政 ・企業 ・市民団体(非 営利団体)の 連
携 ・協働は不可欠である。十分とは言いがたいが、連携 ・協働の現状把握に努めた。先ず、大
阪府の外郭団体である 「大阪府シルバー人材センター協議会」 と 「社団法人 大阪府雇用開発
協会」を訪問してインタビューした。
「大阪府 シルバー人材センター協議会」(平 成16年5月.T事 務局長 とのインタビュー結果)
は、定年 ・現役引退後、自己の労働能力 を活用し、追加的な収入を得 ると共に自らの生 きがい
の充実、社会参加 を希望する高年齢者に対して、地域社会の日常生活に密着 した臨時的、短期
的な仕事を提供することを目的とする自主的な団体である。60歳 以上(60～64歳 迄)の 市 ・町
の住民で働 く意欲のある人を対象 としている。活動内容は、屋内外の一般作業、宛名書 き、施
設管理 といった仕事の請負や委任による仕事の斡旋 ・技能講習 ・介護講習などである。 メリッ
トとしては、国 ・府 ・市か ら補助金がでることである。会員の年会費は都道府県によってまち




的な仕事 になることである。企業とは、家事援助 ・子育て支援 ・植木の剪定など特技 を生かす
雇用の斡旋と言った面で連携 ・協働をしている。また、市民団体 とは、公園清掃 ・ボランティ












と連携 ・協働 してお り、フィランソロピーの影響や、法律の改正、行政の指導によ.って雇用面
に関 しては、行政と企業の連携 ・協働はうまくいきつつあることが伺える。
次に、企業と市民団体の連携 ・協働について調べた。「社会福祉法人 大阪市社会福祉協議会」
(平成16年7月 、A総 務部庶務課主査 とのインタビュー結果)と 「社会福祉法人 大阪市生野区
社会福祉協議会」(平成16年7月 、Tボ ランティア ・コーディネーターとのインタビュー結果)
を訪問 した。"フ ィランソロピー"と いう言葉は、90年 代にアメリカから入ってきたが、その影
響を受けて企業の社会貢献活動が活発になってきている。例えば、① 大阪資生堂㈱は、ボラ
ンティアグループ 「社会貢献連邦共和国」を設立 し、企業の特性を活かして、視覚障害者や高
齢者を対象 に美容講習会を開催 したり、お花見や盆踊 りに近隣の人たちを招待 したり、す ぐ前
を流れる神埼川の清掃などを地域住民 と協調 しなが ら社員全員が参加 してのボランティア活動
をしている。②㈱マンテン(各 種金物金属建材製造販売)は 、従業員によるボランティアの会
「さざなみ会」 を結成。会員の積立金をもとに自社で製造しているステ ッキや肩たたきを福祉施
設に寄贈 した り、骨髄バンクPRの ためのチャリティーイベ ントの開催 した り、営業所のある
地域の施設や老人ホームの月例訪問、震災の義援金寄付などを実施 している。その他、関西電
力㈱ ・日立造船㈱ ・㈱ ミズノ ・㈱高島屋大阪店などといった大手企業 に限らず、③都島区美容
師会の休 日を利用 しての老人施設でのカッ トボランティア活動 ④鶴見区の新朝日湯の障害者
や高齢者に浴場開放、入浴サポー トに至るまで様々な業種の人々が自主的に幅広い活動を展開
している ⑤生野区では、ロー ト製薬㈱をはじめ、介護老人保険施設、子育て支援会、町工場、
料亭、たこ焼屋 に至るまで40種 に近い大 ・中 ・小企業、各種施設、数々の市民団体が大阪市生
野区社会福祉協議会を接点に、連携 ・協働 して"い くのウォークラリー"を 実施したりもして
いる。
2002(平 成14)年4月 に開催 された国連の 「第2回 高齢化に関する世界会議において、世界
的に進行する人口高齢化に対処するための国際的な協力の重用性、 またNGO・NPO等 と行
政のパー トナーシップの重要性が確認 されたが、次に、行政 と市民団体(非 営利団体)の 連
携 ・協働の現状について調べた。
「大阪府」(K健 康福祉総務課企画グループ主事 とのインタビュー結果)は 、2003(平 成15)






る環境が整っている。大阪府は、 これらの事例を参考に ①コンサルテーシ旨ン ②サポー ト
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人材づ くり ③ ネットワークづ くり ④ ファン ド・レイジングを提案 し、プロジェク ト運営主
体 「寝屋川あいの会」の取 り組みを検討して、平成17年 度以降の施策へ結び付けようとしてい
る。これまでのように行政だけが地域活動を支えるのではな く ①市街地に隣接 した里山環境
を再生し、市民参加の 「未来型公園」を目指す国営明石海峡公園 ・神戸地区 ②大阪市各区に
おけるボランティアビューロー ③生野区地域福祉アクションプラン策定委員など地域住民や、
企業、行政が連携 ・協働する試みが数多 く取 り組まれるようになってきている。また、「堺市女
性団体協議会」は、1948(昭 和23)年7月 設立以来、不断の活動を展開する中で、堺市教育委
員会から 「教養講座」を委託されたり、市会議員を送 り出 し、積極的に政策提言をした りする
など行政から一目置かれる存在となっている。「大阪市高齢者生活協同組合」は、策定委員 とし
て地域福祉事業計画に関与 していくなど市民側からも積極的に行政に関わっていっている。し
か し、筆者が多 くの市民団体(非 営利団体)に 対 してインタビューをした結果、行政 ・企業と
の連携 ・協働 を望んでいるものの、上手 くいき難いのが現状である。今後、社会福祉協議会を
媒体として関わってい くのも一つの方法であると思われる。
4.今 後 の課題 と展望
今後解決すべ き課題 としては次の7点 が考えられる。








長することである。21世 紀の日本において、 しっか りした指導者に頼るといったことは望めな
くなってきている。市民一人ひとりが しっかりと自立して自分たちが 自分たちの手で政治 ・経
済 ・教育 ・環境 ・平和 ・人権 などといった問題に主体的に取 り組む時代が到来してきていると




第6は 、雇用 におけるシルバー人材の活用である。雇用に関しては、60歳 代はまだまだ就労




携 ・協働 して60歳 前半の雇用を促進しているが、60歳 後半以降は極めて厳 しいと言える。意欲
や健康には個人差があるので、今後、年齢や性を超えた雇用対策が必要であり、行政への働 き
かけはむろん市民の手による雇用分野の開拓 ・雇用開発も必要である。
第7は 、ボランティア活動 ・社会貢献である。働 く動機が 「利潤動機」 とは異なるもう一つ
の働き方として 「社会的有用労働」への関心が広がってお り、新 しい担い手の一つとして、N
POが 注 目されている。ボランテァ活動 ・社会貢献への意識や参加意慾は年々増加傾向にある。
特に、2001(平 成13)年 が"国 際ボランティア年"と 決定されたこともあ り、今後、多様なボ
ランティア活動の展開が期待されるが、①就労と連動 しての有料ボランテァへの志向 ②長年
構築されてきた知識 ・技能 ・人生の知恵 ・教育力などの活用は今後の課題である。
今後の展望であるが、つぎの4点 が考えられる。
第1は 、高齢者の成長と生涯学習である。必要性としては、次の4点 が考えられる。① 白
石克巳は 『生涯学習論』㈱実務教育出版、1997(9)、 の序で、生涯学習は私たち一人ひとりが
「善く生 きる」ことを生涯にわたって自覚的に探求することであるとし、ユネスコのフォール報
告書、1973(昭 和48)年 では、生涯学習の理念を 「人間完成の学習」と指摘 しているとも述べ
ている。人間修養は生涯続 くものである以上、高齢期において生涯学習は重要であ り必要であ
る。 ② 高齢期には 「喪失」の問題が生 じる。心身の機能の低下は避けられず、障害や病気の
リスクが高 くなり、後期高齢者になると更に老化は進行する。また、定年退職は経済的基盤 と
社会的役割喪失を招 き、心理的な不安が高まる。更に就職や結婚で子供たちが独立 した後、配
偶者の死別 といった寂 しさも体験する。これらの喪失は学習課題とな り得る。
③ 時代 は流れ人問を取 り巻 く環境はたえず変化する。過去の学習に安住 していては、技能面
においても成長、発展はあ りえないし、老化 と停滞があるのみである。また、高齢期に生ずる
幾多の関所 を通過 しなければならないが、高齢者の学習能力が認められてきた今日、「新しい技
能の習得」 ・ 「課題解決学習の習得」 ・ 「生 きる力」は青少年だけのものではない。④ 生涯
学習への参加理由は 「自分自身の知識や教養を高めるため」が77.1%で 最も多 く、「多 くの人と
知 り合い、交流するため」が34.8%、 「健康の維持 ・増進に役立てるため」が25.1%で あった。ボ
ランテァ活動 ・社会貢献への啓発 も生涯学習の重要な柱である。
第2は 、行政 ・企業 ・市民団体(非 営利団体)の 連携 ・協働である。ヒィランソロピーの影
響を受けて、企業も地域社会の一員という考 え方から"企 業市民"(コ ーポレー トシチズンシッ
プ)と いう言葉が使われ、労働組合活動においても、同じ趣旨の考 え方から(ユ ニオンシチズ
ンシップ)と いう言葉が生 まれ、ボランティア活動への取 り組みが盛んになってきた。折 りし
も、阪神 ・淡路大震災で、ボランティアの機運がかって無いほど高まり、多 くのNGO・NP
Oが 活躍し、民間ボランティアグループも数多 く誕生 した。これからは、企業が持つ人材 ・信
用 ・資金 ・施設などの"財 産"を 生かして、地域社会 と助け合いボランティアグループと協
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働 ・連 携 した り、 行 政 と企 業 ・行 政 と市 民 団体(非 営 利 団 体)が 、 また、 三 者 の協 働 ・連 携 が
よ り多 く見 られ る よ うに な っ て くる と思 わ れ る。
第3は 、 超 高 齢 社 会 を見 据 え た 支 援 活 動 の 推 進 で あ る 。 後 期 高 齢 者(75歳 以 上)の 「自立 」
と 「生 きが い」 支 援 活 動 を考 え る と き、 一 つ め は、 年 齢 で 区切 らず 、 今 まで の 延 長 線 上 で 考 え
る こ とが 基 本 で あ る。確 か に、75歳 を 過 ぎ る と障 害 を伴 っ た り、 病 気 に罹 る率 は一 層 高 くな る
が 、 こ う い っ た 現 象 は突 然 現 れ る の で は な く、 徐 々 に進 行 して い る の で あ る 。 後 期 高 齢 者 は
「自分 が痴 呆 が かか っ て きて い る の で は な いか 」 を気 にす る傾 向 が あ るの で 、 一 層 の こ と、 今 ま
で 通 りの 自然 体 で 接 して い くこ とが 大 切 で あ る 。 二 つ め は 、 障 害 を伴 っ た り、 病 に罹 った と き、
現 実 か ら逃 げ る こ と な く真 正 面 か ら受 け 止 め 、 そ の 実 態 で の 「自立 」 を 目指 す こ とが 大 切 で あ
る。 単 な る慰 め で は な く、 み ん な で 特 に心 を支 え合 い、 励 ま し合 って 生 き る こ とで あ る 。 三 つ
め は、 死 の 問 題 で あ る。 最 近 は 、 終 の 棲 家 の 決 定 や 葬 送 の在 り方 、埋 葬 の され 方 ま で生 前 にデ
ザ イ ンす る人 々が 増 加 して きて い る が 、 死 か ら 目を反 らさず 「善 く死 す と は善 く生 きる こ とで
あ る」 を高 齢 者 の学 習 課 題 の 一 つ と した い 。
第4は 、 ネ ッ トワ ー ク で あ る 。 市 民 団 体(非 営 利 団体)に よ る高 齢 者 の 「自立 」 と 「生 きが
い」 支援 活 動 を大 きな う ね りに して い くた め に は、 個 に止 ま らず 、 他 団体 との ネ ッ トワー クが
是 非 と も必 要 で あ る。 市 町村 を越 え、 都 道 府 県 を越 え、 国 を越 えた ネ ッ トワ ー ク即 ち 、 グ ロ ー
バ ル な視 点 に立 ち、 世 界 的 な ネ ッ トワー ク に参 画 して 、海 外 の 市 民 団体 に学 び、 協 働 ・連 携 し
て い く こ とが大 切 で あ る。
後 期 高齢 者 の 「自立 」 と 「生 きが い」 支 援 活 動 や 都 心 と地 方 にお け る 「自立 」 と 「生 きが い 」
の相 違 点 な どにつ い て は、 次 回 の研 究 テ ーマ ー と した い 。
〔注 〕
(1ジ 大阪市 『高齢 者の生 きが いにつ いての世論調査 一報告書 一』1994、P.23
(2)同 上 書、P149
(3)(4)(5)大 阪市市 民局 『市政 モニ ター報告書 高齢者の生 きがい について』2000、PP.8～35
(6)内 閣府編 『高齢社 会自書 』2004、P.32、P.86
(7)三 浦文夫編 『図説 高齢者 白書 』2002,全 国社 会福祉協議会
(8)大 阪市 『大阪市高齢 者実態調査 一報告書 一』2002、PP.37～53
(9)白 石克巳 『生涯学習論 一自立 と共生 一』実務教育 出版、1997、PP.3～4
(か と う か つ ご 教 育 学 研 究 科 生 涯 教 育 専 攻 修 士 課 程 修 了)
(指導:田 中 圭 治 郎 教 授)
2004年10月15日 受 理
152一
